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大阪市の未来

“キタ”
オフィス

“ヒガシ”
文教

“ニシ”
リゾート

“ミナミ”
商業

街の色はそれぞれ色濃く しかし相互補完で相乗効果を



大阪市のオフィスエリア コアなオフィスエリア

コアエリア ノンコアエリア

坪 貸室総面積



年の“キタ”エリア
”キタ”エリア その他エリア

”キタ”エリア その他エリア ”キタ”エリア その他エリア

【 年（貸室総面積ベース）】

【 年（貸室総面積ベース）】 【 年（稼働面積ベース）】



グローバルオフィスクロック
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大阪オフィスマーケット 需給バランス（ グレード）

空室率坪

新規供給 新規需要 空室率

コロナ禍のよる需要の減退



大阪オフィスマーケット 賃料（ グレード）

対前年比円／坪

賃料 対前年比

上昇

下落

年ぶりの対前年比マイナス

賃料水準は前回（ 年）のピーク圏を維持



大阪オフィスマーケット予測
実質 成長率とオフィス空室率の関係

空室率年率

実質 成長率 大阪オフィス空室率

年
年平均 ％

空室率年平均 ％

年
年平均 ％

空室率年平均 ％

年
年平均 ％

空室率年平均 ％

大阪でオフィスの需給バランスを
決定づけるのは新規供給



大阪オフィスマーケット予測 新規供給

坪

予測
⇒

過去 年平均
万坪

年
新規供給累計

万坪

年
新規供給累計

万坪

年（ 年間）
新規供給 万坪／年

年（ 年間）
新規供給 万坪／年

長期的にみれば今後の新規供給が
過度に多いわけではない



新規供給計画

注：推計値含む

新規供給の大半がコアエリア、“キタ”エリア
大阪のオフィスマーケットの活性化のエンジン



新規供給計画リスト１



新規供給計画リスト２



大阪オフィスマーケット予測 空室率と賃料（ グレード）

円／坪空室率

空室率 賃料

予測
⇒

空室率のピークは 年
賃料のボトムは 年（ 年比 ％）



今後のオフィス需要について 短中期的なトレンド
日系企業のオフィス戦略

オフィス オフィス重視のハイブリッド リモートリモート重視のハイブリッドハイブリッドモデル

東京

大阪



今後のオフィス需要について 中長期的なトレンド

ヒト テクノロジー 環境
【オフィスワーカーの多様化が進展】

➢ 少子高齢化社会 ⇒ 定年延長

➢ オフィス選びの基準が変化

➢ 都心部への集中

【テクノロジーの進化】

➢ 働く場所の流動化

➢ テクノロジーが果たす

【環境への意識の向上】

➢ オフィスビルが環境に果たす役割

➢ 高まるグリーンビルの存在感



ヒト 少子高齢化社会

ヒト
【オフィスワーカーの多様化が進展】

➢ 少子高齢化社会 ⇒ 定年延長

➢ オフィス選びの基準が変化

➢ 都心部への集中

大阪府 大阪市

万人

定年 歳 定年 歳
大阪府（対 比） 大阪市（対 比）

【 年生産年齢人口】

増加

減少



ヒト オフィス選びの基準が変化

ヒト
【オフィスワーカーの多様化が進展】

➢ 少子高齢化社会 ⇒ 定年延長

➢ オフィス選びの基準が変化

➢ 都心部への集中

大阪府

大阪市

歳 歳 歳以上 歳以上 歳

年

【世代別人口比率】 大阪府市いずれも 歳以上のワーカーが 割を占める

団塊世代ミレニアム世代 世代世代ポスト 世代

【考察】

➢ 、団塊世代は無視できないオ
フィス作りが肝要

⇒ウェルネスの重要性

➢ 世代への意識も肝要

⇒テクノロジー対応の重要性

歳まで定年延長した場合



ヒト 都心部へ集中

ヒト
【オフィスワーカーの多様化が進展】

➢ 少子高齢化社会 ⇒ 定年延長

➢ オフィス選びの基準が変化

➢ 都心部への集中

京都市

大阪市

堺市

神戸市



テクノロジー 働く場所の流動化

テクノロジー
【テクノロジーの進化】

➢ 働く場所の流動化

➢ テクノロジーが果たす

①従来オフィス
（マザーオフィス）

③在宅
（Work From Home）

①従来オフィス
（マザーオフィス）

③在宅
（Work From Home）

②選べる
フレキシブル・スペース

➢ 集約と分散のバランス

➢ オフィスコストのコントロール

➢ リモートワークとオフィス回帰を反復させられ
る持続可能な配置戦略
（BCP）

大阪では東京と異なり以下の囲みが主流か！？
⇒オフィスと自宅の距離が遠くない、職・住・遊の一体化

テクノロジー



テクノロジー

テクノロジー

➢ 達成には、テクノロジーのような革新的なソリューショ
ンが必要であり、企業や投資家もその事実を理解し、何らかの
アクションが必要だと考えている

自宅

【テクノロジーの進化】

➢ 働く場所の流動化

➢ テクノロジーが果たす

【グローバル企業のサステナビリティの取り組み】

ビル自体の環境性能の高
さや立地性、また改修工
事に伴うビルオーナーの
理解・協力が必要



環境 オフィスビルが果たす役割

環境
【環境への意識の向上】

➢ オフィスビルが環境に果たす役割

➢ 高まるグリーンビルの存在感

以下、実際にテナントが考えて具現化

➢ワークスペースにおける ※認証取得を通じて「持続可能な職場を従業員に提供
する」

➢賃貸条件だけなく環境性能もクリアするオフィスビル選定は容易ではない
➢サステナビリティに理解のあるビルオーナーのサポートが必要不可欠
➢健康的で快適なオフィスへ高まる従業員の期待

【テナントの変化】

➢オフィスビルにもサステナビリティを求める動きが加速するなか、企業（テナン
ト）に「グリーンビル認証」を取得したビルが選好され始めている。

➢同時に企業（テナント）が自らのオフィススペースを対象としたグリーンビル認証
を取得するケースも増加している。

東京と比べると大阪のテナントのマインドが遅行しているが、こうした事例のよう
な動きは東京、地方と関係なく広がるべきものであり、オーナーはより先行して高
き意識が必要



環境 高まるグリーンビルの存在感１

環境
【環境への意識の向上】

➢ オフィスビルが環境に果たす役割

➢ 高まるグリーンビルの存在感

➢ グリーンビルは環境対応にとどまらず、水光熱費のコスト低減や、建物内で働くワー
カーにとっても快適性や の向上へ貢献するなどのメリットも期待できる。

⇒企業（テナント）の意識は努力から責務へ

➢ 投資家は 投資の機運が高まっており、投資企業への期待でなく要件となってきて
いる。

⇒オーナーにとってもメリット

【 登録の動向】

➢ 環境認証を取得するビルも増加傾向にある。

➢ アセットタイプ別の登録数はオフィスビルが ％と最も多く、次いでリテールが ％、
物流施設が ％となっている。



環境 高まるグリーンビルの存在感２

環境
【環境への意識の向上】

➢ オフィスビルが環境に果たす役割

➢ 高まるグリーンビルの存在感



海外投資家の不動産投資総額 海外投資家の投資比率

最後に
東京大阪福岡億円

全包囲的に大阪が評価されるならば・・・




